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新居浜市医師確保奨学金貸付条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、新居浜市医師確保奨学金貸付条例（平成２８年条例第３３号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（貸付けの申込みの手続） 

第２条 条例第３条第１項の規定による申込みをしようとする者は、市長が定める日までに新居浜市医

師確保奨学金貸付申込書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）大学の在学証明書 

（２）大学における学業成績を証する書類（提出が困難な者にあっては、出身高等学校における学業

成績を証する書類） 

（３）誓約書（第２号様式） 

（４）本人及び保護者等（条例第３条第１項第１号に規定する保護者等をいう。以下同じ。）の住民

票の写し 

（５）履歴書 

（６）健康診断書 

（７）保護者等その他市長が必要と認める者に係る当該年度分の市町村民税所得割（地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。）の同法

第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。）

をいう。）の額を証する書類 

（８）入学金として納めた額を証する書類（入学資金奨学金の申込みをしようとする者に限る。） 

（９）連帯保証人の所得証明書 

（１０）保護者等及び連帯保証人の市町村税（地方税法の規定による市町村税（同法に規定する特別

区税を含む。）をいう。以下同じ。）の納税証明書 

（１１）その他市長が必要と認める書類 

（平３１規則１０・一部改正） 

（貸付けの承認） 

第３条 市長は、前条の規定による提出を受けたときは、書面による審査のほか、必要に応じて面接等

による審査を行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果に基づき、奨学金の貸付けの承認の可否を決定し、その結果
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について書面により当該提出をした者に通知する。 

（貸付け及び返還に係る契約） 

第４条 市長は、前条第２項の規定による奨学金の貸付けを承認する旨の通知を受けた者と市長が別に

定める契約書により当該奨学金の貸付け及び返還に係る契約を締結する。 

２ 前項の規定により締結した契約の一部を変更するときは、市長が別に定める方法により行うものと

する。 

（交付の申請及び貸付けの方法） 

第５条 奨学生（条例第６条第１項に規定する奨学生をいう。以下同じ。）は、毎年度、市長が定める

日までに当該年度分の奨学金に係る新居浜市医師確保奨学金交付申請書（第３号様式）に次に掲げる

書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、第４条第１項の契約を締結する日の属する

年度においては、第２条各号に掲げる書類の提出をもって次に掲げる書類の提出があったものとみな

す。 

（１）大学の在学証明書 

（２）前年度の学業成績を証する書類 

（３）保護者等及び連帯保証人の市町村税の納税証明書 

２ 前項の規定による申請を受理したときは、市長は、６月、９月、１２月及び３月に３月分ずつ修学

資金奨学金を貸し付けるものとする。ただし、市長が特別の事由があると認めるときは、この限りで

ない。 

３ 入学資金奨学金の貸付けは、修学資金奨学金の最初の貸付けと同時に行うものとする。 

（連帯保証人） 

第６条 条例第５条に規定する連帯保証人は、次に掲げる要件に該当する者でなければならない。 

（１）一定の職業を持ち、かつ、独立の生計を営んでいること。 

（２）修学及び入学に要する資金（国、他の地方公共団体又はその他の団体から貸し付けられるもの

を含む。）について、他に保証していないこと。 

２ 奨学生に父又は母があるときは、当該父又は母のうちいずれかを連帯保証人とすることができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、市長が保証能力があると認める者を連帯保証人とすることができる。 

（貸付契約の解除） 

第７条 市長は、条例第６条の規定により奨学金の貸付契約を解除し、又は貸付けを休止したときは、

直ちに、その旨を書面により奨学生及び連帯保証人に通知するものとする。 

（返還債務の免除の申請等） 
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第８条 奨学生は、条例第７条の規定による奨学金の返還に係る債務（以下「返還債務」という。）の

免除を受けようとするときは、新居浜市医師確保奨学金返還免除申請書（第４号様式）に市長が必要

と認める書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、その結果について書面によ

り当該申請をした者及び連帯保証人に通知するものとする。 

３ 条例第７条第２項第２号の規定により免除する額は、医師従事月数（同条第１項第１号に規定する

医師従事月数をいう。以下同じ。）を修学資金奨学金貸付月数（同号に規定する修学資金奨学金貸付

月数をいう。以下同じ。）で除して得た数に返還債務の額を乗じて得た額とする。 

（返還の申出等） 

第９条 奨学生は、条例第８条第１項各号のいずれかに該当するに至ったときは、直ちに新居浜市医師

確保奨学金返還申出書（第５号様式）に市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の規定による申出を受けたときは、奨学金の返還の方法等を書面により当該申出をし

た者に通知するものとする。 

３ 奨学生が、条例第８条第２項の規定により分割して返還することを希望するときは、同条第１項各

号に掲げる事由が生じた日の属する月の翌月の末日までに、市長が別に定める書面を市長に提出しな

ければならない。 

４ 市長は、前項の規定による提出を受けたときは、その内容を審査し、その結果について書面により

当該提出をした者に通知するものとする。 

（返還債務の履行猶予の申請等） 

第１０条 奨学生は、条例第９条の規定により返還債務の履行の猶予を受けようとするときは、新居浜

市医師確保奨学金返還履行猶予申請書（第６号様式）に市長が必要と認める書類を添えて、市長に提

出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めるときは、書面

により当該申請をした者に通知するものとする。 

（期間の計算） 

第１１条 医師従事月数は、指定医療機関において医師としてその業務に従事することになった日の属

する月の翌月（指定医療機関において医師としてその業務に従事することとなった日が月の１５日以

前であるときは、その属する月）から指定医療機関において医師としてその業務に従事しなくなった

日の属する月（指定医療機関において医師としてその業務に従事しなくなった日が月の１５日以前で
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あるときは、その属する月の前月）までの月数により計算するものとする。 

（連帯保証人の変更） 

第１２条 奨学生は、連帯保証人が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに別に連帯保証人を定

め、連帯保証人変更届（第７号様式）を市長に提出しなければならない。 

（１）死亡したとき。 

（２）第６条第１項の要件に該当しなくなったとき。 

（３）破産法（平成１６年法律第７５号）第３０条に規定する破産手続開始の決定を受けたとき。 

（４）その他連帯保証人として適当でなくなったと市長が認めたとき。 

（重要事項の届出） 

第１３条 奨学生は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに市長が別に定める書面により市長

に届け出なければならない。 

（１）大学を退学し、休学し、復学し、若しくは卒業し、又は留年し、若しくは進級したとき。 

（２）大学において停学の処分その他の処分を受けたとき。 

（３）医師免許を取得したとき。 

（４）臨床研修を開始し、又は修了したとき。 

（５）指定医療機関において医師としてその業務を開始し、休職し、復職し、又は退職したとき。 

（６）前各号に掲げるもののほか、本人又は連帯保証人の住所、氏名、職業その他重要な事項に変更

があったとき。 

（７）奨学金の貸付けを受けることを辞退しようとするとき。 

２ 奨学生が死亡したときは、相続人又は連帯保証人は、直ちに市長が別に定める書面により市長に届

け出なければならない。 

（現況の報告） 

第１４条 奨学生は、大学を卒業した日から奨学金の返還の全部を免除され、又は返還債務の履行を終

える日までの間、毎年４月２０日までに同月１日現在の状況について、市長が別に定める書面により

市長に報告しなければならない。 

（その他） 

第１５条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２９日規則第１０号） 
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この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月２６日規則第４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）の

規定により使用されている書類は、この規則による改正後の様式の規定によるものとみなす。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式の規定により作成されている用紙は、当分の間、これを使用し、

又は所要の調整をして使用することができる。 

附 則（令和４年３月２９日規則第１７号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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第１号様式（第２条関係） 

（令３規則４・令４規則１７・一部改正） 

第２号様式（第２条関係） 

（令３規則４・令４規則１７・一部改正） 

第３号様式（第５条関係） 

（平３１規則１０・令３規則４・一部改正） 

第４号様式（第８条関係） 

（令３規則４・一部改正） 

第５号様式（第９条関係） 

（令３規則４・一部改正） 

第６号様式（第１０条関係） 

（令３規則４・一部改正） 

第７号様式（第１２条関係） 

（令３規則４・一部改正） 

 


